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平成28年度南風原町一般会計及び特別会計の上半期執行状況

平成27年度におこなった町の主な事業を紹介します

平成28年度南風原町一般会計及び特別会計の上半期執行状況

総務費 商工費

土木費

消防費

教育費

民生費

衛生費

農林水産業費

○平和の日推進事業
○沖縄県人カナダ移民115周年記念式典派遣事業
○災害時等避難施設改修事業
○地方創世先行型事業

○児童手当事業
○法人保育園運営負担金
○こども医療費助成事業
○後期高齢者療養給付費負担金
○沖縄県介護保険広域連合負担金
○国民健康保険特別会計へ繰出金
○学童保育事業・補助
○重度心身障害者医療費助成事業
○自立支援医療費事業
○介護給付・訓練等給付事業

○妊婦一般健康診査事業
○予防接種事業
○長寿県復活食の応援事業
○し尿処理対策事業
○那覇市・南風原町環境施設組合負担金

○山川地区畑地かんがい排水等整備事業
○新規就農一貫支援事業補助金

　毎年6月と12月の年2回、町の財政状況を公表しています。
今回は、平成28年度上半期（平成28年4月1日～平成28年9月30日）会計別の予算執行状況等をお知らせします。

（単位：千円）

区　分

予算現額合計 収入済額合計

歳　　　　　入

執行率

14,128,656

9,483,724

6,628,562

909,968

1,684,357

21,059

239,778

23,612,380

6,796,912

2,546,161

1,842,330

213,626

373,413

12,275

104,517

9,343,073

48.1%

26.8%

27.8%

23.5%

22.2%

58.3%

43.6%

39.6%

予算現額合計 支出済額合計

歳　　　　　出

執行率

14,128,656

9,483,724

6,628,562

909,968

1,684,357

21,059

239,778

23,612,380

5,616,412

4,091,516

3,455,235

298,258

239,020

6,201

92,802

9,707,928

39.8%

43.1%

52.1%

32.8%

14.2%

29.4%

38.7%

41.1%

会 計 別

特 

別 

会 

計 

内 

訳

一般会計（１）

特別会計（２）

国民健康保険特別会計

下水道事業特別会計

土地区画整理事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

合　　　計（１）＋（２）

277万円　
856万円　
3,590万円　
942万円★

８億７，６６３万円　
１４億７，９５９万円　
１億６，５６４万円　
２億１，３０４万円　
３億６１２万円　
４億８３６万円　
１億１，８４５万円　
５，２５２万円　
８，４４０万円　
８億９１８万円　

５，１５６万円　
１億３，９２８万円　

５１１万円　
４，７２９万円　

１億６，００４万円　

６，３１１万円★
７８１万円　

１，７５６万円　
１，９８０万円　
１，４１４万円　
９８５万円　
６，３２７万円★

２億２，８４６万円★
２億２，７３０万円★
５，２６９万円　

１億６，９６０万円　
３億１，４４０万円　

４億３８９万円　
７７１万円　

 ４５２万円　
３，０７５万円　
６，０８３万円　
６，０２５万円　
５，６４8万円　

２億３，８８１万円　
１，５４６万円　

３億２，７９２万円　

○商工会の育成強化
○琉球絣等伝統工芸事業
○伝統工芸後継者育成・観光との連携事業
○観光PR促進事業
○地域消費喚起・生活支援型事業

○黄金森公園整備事業
○ウガンヌ前公園整備事業
○クサティ森等保全事業
○下水道事業特別会計への繰出金
○土地区画整理事業特別会計への繰出金

○東部消防組合負担金
○防災体制強化事業

○国際交流・県外派遣事業（育英会） 
○公民館活動の充実事業
○幼・小・中特別支援教育支援員（ヘルパー）配置事業
○就学奨励事業
○学校ICT推進事業
○北丘小学校大規模改造事業
○北丘小学校西側・津嘉山小学校南側避難通路整備事業
○幼稚園園舎新増築事業

★印のある事業は、平成26年度からの繰越も含む。
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平成27年度  特別会計決算の状況

「財政健全化判断比率」と「資金不足比率」をお知らせします！

区分 歳入
A

歳入
B

翌年度へ繰り越す財源
C

（単位：万円）
実質収支
A－B－C会計別

■特別会計

１．健全化判断比率

特
別
会
計
内
訳

特別会計 合計

特別会計とは、特定の事業を行うための会計として、一般会計と区分して特定の歳入歳出を経理する
ための会計です。
◆国民健康保険特別会計 ◆土地区画整理事業特別会計

◆後期高齢者医療特別会計

◆農業集落排水事業特別会計（ 神里地区）

◆下水道事業特別会計

501,809
78,699
145,670
2,052
23,817
752,047

617,547
77,888
141,562
1,981
23,745
862,723

0
163
3,637

0
0

3,800

▲ 115,738
648
471
71
72

▲ 114,476

国 民健康保険特別会計
下 水 道 事 業 特 別 会 計
土地区画整理事業特別会計
農業集落排水事業特別会計
後期高齢者医療特別会計

　自営業の方や退職者などの医療費を給付す
る会計です。
　医療制度の改正や医療費の増等により、
平成20年度以降赤字決算となっています。

○対象者

○1人当たりの医療費

一般・・・・・・10,059人
退職・・・・・・・・・342人
一般・・・・318,029円
退職・・・・493,138円

　生活環境の向上と河川の汚濁防止を目的に
下水道の整備・運営を行う会計です。

○H27年度末整備率

○H27年度末接続率

　道路や公園を計画的に整備し、快適で住み
良いまちづくりを進めるための会計です。

○施行地区の面積

○H27年度末事業進捗率

71.4ha

71.9％（総事業費ベース）

　農村集落内の生活排水の処理のために設け
られた会計です。

○H27年度末接続率 78.1％（神里地区）

　75歳以上の方々が加入する医療制度の会計
です。運営主体は沖縄県後期高齢者医療広域
連合となります。

○対象者

○１人当たりの医療費

2,692人

1,037,006 円

48.8％（面積整備率）

98.1％

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、平成27年度決算に基づく健全化判断比率及び同法第22条第１項
の規定により平成27年度決算に基づく公営企業における資金不足比率を下記のとおり公表します。

　平成27年度決算に基づき健全化判断比率を算定したところ、下表のとおりいずれの指標についても早期
健全化基準を下回っています。

２．資金不足比率 　平成27年度決算に基づき公営企業における資金不足比率を算定したところ、下表のとおりいずれの会計
についても経営健全化基準を下回っています。

指　標
南風原町の算定結果
早期健全化基準（※1）
財 政 再 生 基 準（※2）

会　計 下水道事業特別会計
－

20.0%

農業集落排水事業特別会計
－

20.0%
南 風 原町の算定結果
経営健全化基準（※3）

①実質赤字比率
－

14.14%
20.00%

－
19.14%
30.00%

10.0%
25.0%
35.0%

123.2%
350.0%

②連結実質赤字比率 ③実質公債費比率 ④将来負担比率

○　実質赤字比率の欄において「－」と表記されている場合は、実質赤字額がないことを表します。
※1　一つでもこの基準以上となった場合、自治体の自主的な改善努力を図るため、財政健全化計画を策定しなくてはなりません。
※2　一つでもこの基準以上となった場合、国の関与による確実な再生を図るため、財政再生計画を策定しなくてはなりません。

○　両会計ともに資金不足額はないため「－」で表示しています。
※3　基準以上となった場合には、経営健全化計画を策定しなくてはなりません。

平成27年度決算に基づく


